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別紙様式２

国立大学法人徳島大学 中期目標・中期計画一覧表

中 期 目 標 中 期 計 画

（前文）大学の基本的な目標

１ 徳島大学は 自主と自律の精神に基づき，真理の探究と，
知の創造に努め，卓越した学術及び文化を継承し，世界に
開かれた大学として，豊かで健全な未来社会の実現に貢献
する。

２ 本学は，明日を目指す学生の多様な個性を尊重して，人
間性に富む人格の形成を促す教育を行い，優れた専門的
能力と，自立して未来社会の諸問題に立ち向かう，進取の
気風を身につけた人材の育成に努める。

３ 本学は，根元的な真理を探究する研究と社会的要請の
強い課題を解決する研究を通して，国際社会で高く評価
される成果を生み出すとともに,学問分野の固定的概念に
とらわれない自由な発想により，互いに協力して新しい
領域を切り開き高度化することによって，学術研究の総
合的な発展に努める。

４ 本学は，地域社会と世界を結ぶ知的ネットワークの拠点
として，平和で文化的な国際社会の構築のために貢献し，
産学官の組織と連携して社会の発展基盤を支える教育，
研究および文化の拠点として諸機能の充実強化に努めると
ともに，大学の開放と生涯学習支援を通じて地域社会の向
上発展に貢献する。

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織
１ 中期目標の期間

平成１６年４月１日から平成２２年３月３１日まで
２ 教育研究上の基本組織

この中期目標を達成するため，別表に記載する学部及び
研究科を置く。
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置
（１）教育の成果に関する目標 （１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

① 学士課程 ○ 学士課程・大学院課程別に各年度の学生収容定員を別表に記載
全学共通教育及び学部専門教育を通じて，学生の多様

な個性を尊重し，人間性に富む人格の形成を促す教育を ○ 全学共通教育・学部専門教育の成果に関する具体的目標の設定
行い，優れた専門能力を身につけ，進取の気風に富む人 ・ 主体的に学修する態度を身につけ，豊かな人間性と高い倫理観を持つ人材を育成す
材を育成する。 るために，教養教育の充実を図る。

・ 諸科学の基本的思考方法や言語運用能力等，自立的に学習するための基盤を身につ
け，事象や課題を論理的・科学的に解析することができる人材を育成するために，基
盤形成科目の充実を図る。

・ 複合的な視点から専門分野を理解し，必要な専門基礎知識を身につけた人材を育成
するために，専門基礎教育の充実を図る。

・ 専門領域の知識により新しい問題を発見し，解決する方法を創出でき，さらに実践
的な行動力をもって社会に貢献できる進取の気風に富んだ人材を育成するために，専
門教育の充実を図る。

② 大学院課程 ○ 大学院教育の成果に関する具体的目標の設定
大学院教育では，自由な発想を育む学習・研究環境の ・ 自立して課題を探求し，問題を解決する能力を備え，専門分野に対して積極性と責

中で，課題を探求し解決する能力を身につけ，先端科学 任感を持つ高度専門職業人，研究者を育成するために，大学院教育の充実を図る。
技術の専門分野における研究を通じて，豊かで健全な未 ・ 優れた専門能力を身につけ，倫理感と国際感覚を持つ人材を育成するために，大学
来社会の創生に貢献できる積極性と責任感を持つ高度専 院教育の充実を図る。
門職業人，研究者を育成する。 ・ ヘルスバイオサイエンスを基礎とした，幅広い専門医療教育を推進する。
特に博士後期課程 博士課程 では 専門分野として ・ 工学分野及び基礎科学・人間社会科学分野が連携して，社会基盤を形成する先進的（ ） ， ，

健康生命科学（ヘルスバイオサイエンス）と社会技術科 な社会技術科学に関する教育を推進する。
学（ソシオテクノサイエンス）を柱とし，これらを地域
創生総合科学と連携することにより，地域及び国際社会 ○ 卒業後の進路等に関する具体的目標の設定

， ， ，の要請に対応できる指導的な研究者及び高度専門職業人 学生の希望に添った進路に関する指導を行い 国家試験の合格率 大学院への進学率
を育成する。 就職率の向上に努めるために，就職支援プログラムを導入する。

○ 教育の成果・効果の検証に関する具体的方策
・ 進路の動向や国家試験等の合格率を継続的に調査し，教育の成果を検証する。
・ 学生・卒業生・第三者による教育の成果に関する評価を実施し，教育の効果を検証
する。

（２）教育内容等に関する目標 （２）教育内容等に関する目標を達成するための措置
○ アドミッション・ポリシーに関する基本方針 ○ アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策

学生募集要項，入学案内等に各学部学科や各専攻の学 ① 学部学生の受入れについて
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， （ ）生受入れ方針を明示し，志願者の個性や出身学部学科等 ・ 平成１８年度までに 各学部学科の学生受入れ方針 アドミッション・ポリシー
での修学歴を尊重した入学者選抜を行う。 と教育目標の関係を全学的に整備し，入学から卒業までの修学情報を志願者に分か

りやすく公開する。
・ 入学者選抜研究専門委員会を中心に，多様な学習歴の志願者に対応できる様々な
選抜方法の在り方を検討する。

② 大学院学生の受入れについて
・ 分野を異にする学内及び他大学等からの志願者が受験しやすい選抜方法を導入す
る。

・ 社会人特別選抜・留学生選抜等による入学者選抜の方法を見直し，秋季入学者の
増員を図る。

○ 教育課程に関する基本方針 ○ 教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策
本学の教育理念と各学部学科の教育目標に則した教育 ① 学部の教育課程について

課程を編成し，進路としての進学と就職を考慮して，学 ・ 全学共通教育では，教育課程を学生にとって，学修の意義や過程が明確に理解で
部・大学院６年教育の推進と職業観教育を含む専門基礎 きる科目群に再編する。
教育の充実を図る。大学院では，各専攻の特色ある研究 ・ 初年次教育の中に，学修への導入科目を置く。また，外国語によるコミュニケー
実績と経験を生かした教育課程を編成する。 ション能力，情報リテラシー及び心身の健康に関する教育等の基盤形成科目を再編

充実する。
・ 本学の教育目標に則った科目群を学生の能力開発の科目群と位置付け，各学部学
科の教育課程に組み入れる。

・ 学生の進路として，進学と就職を配慮し，専門基礎教育とキャリア教育の充実を
図る。

② 大学院の教育課程について
・ 平成１８年度に，各研究科専攻において，教育課程と授業科目を見直し，自由な
発想を育て責任感や倫理観を養う総合科目や複数専門領域にまたがる複合的な専門
科目等全学大学院共通科目群を置き，専攻間相互の教育連携を強化する。

・ 各研究科専攻の教育課程に，他分野からの入学生を対象とした科目を検討し，接
続を円滑にする工夫を図る。

○ 教育方法，成績評価等に関する基本方針 ○ 授業形態，学習指導法等に関する具体的方策
修学意欲と講義の質の向上を図るため，教育方法，授 ・ 平成１８年度に，教育実践推進機構を通じて，全学共通教育及び学部専門教育の単

業形態，履修指導及び成績評価の改善に努める。 位制度の運用法や成績評価システム等制度面における統一を図る。
・ 学生による授業評価を実施し，その評価結果を有効にフィードバックして授業改善
を図る。

○ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
， ， 。・ 平成１８年度に 授業科目の成績評価基準を明確にし 厳格な成績評価を実施する

・ 成績評価法（ＧＰＡ等）を標準化し，講義の質の向上を図る。
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（３）教育の実施体制等に関する目標 ３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（
○ 適切な教職員の配置を行い，学生の能力開発の視点に ○ 適切な教職員の配置等に関する具体的方策
立った各学部・学科の教育内容の改善に努める。 ・ 教育実践推進機構の教育実践推進本部，教育推進室及び学生支援推進室を中心に，

学内委員会及び各センター間にまたがる教育・学生支援プロジェクトを総合的に企画
・推進する。

・ 学長裁量による教育・学生支援等に必要な人的資源の活用を図る。
・ 大学院生のティーチング・アシスタント（ＴＡ）への採用，技術職員の実験実習へ
の支援体制を充実させる。

○ 教育に必要な施設・設備，図書館，情報ネットワーク ○ 教育に必要な施設・設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策
等の活用・整備に努める。 ・ 老朽化した施設・設備の改善やキャンパスの環境整備等により，教育研究環境の充

実を図る。
・ 同一キャンパス内の講義室，学生研究室，実験実習室等の共用化を推進し，利用効
率を高める。

・ 附属図書館，高度情報化基盤センター，全学共通教育センター及び各学部において
， 。授業や学生の自習を支援するＩＴ機器 ネットワーク利用環境の整備・充実に努める

・ 附属図書館では，学生用図書の整備・充実に努めるとともに，図書館利用に関する
情報教育を推進し，「学習支援室」との連携を目指す。また，利用環境の整備と館内ア
メニティの改善を図る。

・ 創造性教育に必要な，ものづくり・発表・討論などに関する教育を推進する「創成
学習開発センター」の充実を目指す。

・ 大学院生の研究室を中心とした学習環境を整備，充実する。
・ 平成１７年度に，留学生センターの施設を設置し，機能のより一層の向上を図る。

○ 教育活動の評価を実施し，その評価結果を質の改善に ○ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策
つなげるための体制を整える。 ・ 大学教育委員会に「教育の質に関する専門委員会」を置き，教育活動の質の改善を

図る。
・ 全学的に教員の教育研究活動に関する個人データベース化を行い，教育の質の改善
に活用する。

・ 教員の教育に関する評価基準と評価方法を検討し，教育業績に対する表彰制度を導
入する。

○ 教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策
・ 創造性教育の方法等を開発する組織の整備を目指す。
・ 全学ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）推進プログラム（第１期：平成１４

， ， ） ，～１６年度 第２期：平成１７～１９年度 第３期：平成２０～２２年度 を実施し
全学の教員の授業運営等に関するスキルアップを図る。

・ ｅ-ラーニングのためのシステム使用法やコンテンツ作成法等の教職員への技術支
援を充実する。
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○ 全国共同教育，学内共同教育等に関する具体的方策
・ 国内外の協定校，放送大学，地域の大学等との単位互換制度を充実させ，ＳＣＳを
利用した共通講義を行う。

・ 教育及び学生支援を推進するため，次の項目について，整備・充実を図る。
(ｱ) 全学共通教育の授業科目，単位，履修方法，試験等の充実について検討し，教育

。 （ ）内容や教育方法の改善を行う 全学共通教育センター
(ｲ) 教養教育・専門教育の質的向上のための研究・開発及びファカルティ・ディベロ

（ ） 。 （ ）ップメント ＦＤ の企画を行う 大学開放実践センター
(ｳ) 創造性教育に必要な教育方法・評価法を開発・実施し，成果を全国発信する。

（ ）創成学習開発センター
(ｴ) 外国人留学生に対する教育・生活指導，全学的な日本語教育を行うほか，大学院
入学前日本語予備教育を実施する等機能的な教育・実践を図る （留学生センター）。

。 （ ）(ｵ) 学生及び職員の健康と予防医学に関する教育を行う 保健管理センター
(ｶ) 全学的立場から学生生活支援の方策等の企画・調整及び実施を行う。

（ ）学生支援センター
(ｷ) 教育のＩＴ化及び学生支援の情報化に関する支援に努める。

（ ）高度情報化基盤センター
(ｸ) 放射線科学に関した本学の基盤的な支援活動，放射線業務従事者の教育訓練及び

。 （ ）研究を充実させる アイソトープ総合センター
。 （ ）(ｹ) 学習用及び研究用図書・学術情報の整備・充実に努める 附属図書館

(ｺ) 遺伝子組換え実験の安全管理と技術教育に関する支援活動を行う。
（ ）ゲノム機能研究センター

(ｻ) 知的財産学，起業学，産学連携学の教育に関する支援活動を行う。
（ ）地域共同研究センター

○ 学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項
， ， ， 「 」・ 医学 歯学 薬学 栄養学の各研究科を統合した ヘルスバイオサイエンス研究部

及び医科学教育部，口腔科学教育部，薬科学教育部，栄養生命科学教育部の専攻間で
共通性の高い分野については共通教育により，個別に専門性の高い分野については専
門的な教育支援に基づく教育方法の改善により，医療系教育全体にわたり，その充実
を図る。

・ 工学部，工学研究科及び総合科学部，人間・自然環境研究科においては，学部及び
研究科の見直しを行い，社会的ニーズに対応できる教育研究を推進するため，関連分
野が連携して学部及び研究科組織の充実と改編を目指す。

・ 社会的要請に応えるため，医学部保健学科の組織の高度化を図る。

（４）学生への支援に関する目標 （４）学生への支援に関する目標を達成するための措置
○ 教職員は，正課及び正課外教育において，学生の人間 ○ 教職員の意識改革に関する具体的方策
的成長を図り，自立を促すための適切な指導を行うよう ・ 教職員と学生との合同研修会を企画するとともに，在学生及び卒業生との懇談会を
意識改革に努める。 さらに充実させ，学生・社会人等のニーズを把握する。
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・ 学生による授業評価，学生支援の在り方の実態調査を実施し，学生の視点を認識す
る。

○ 入学から卒業まで系統立てた学生支援を行い，進取の ○ 新入生の支援に関する具体的方策
気風にあふれた学生生活を送り，希望に添った進路に進 ・ 新入生の視点に立った初年次オリエンテーションを実施する。
めるよう支援する。 ・ 学生個々のニーズに応じたきめ細かな学生支援を行うとともに，学生生活上の「Ｑ

＆Ａ」をホームページに掲載し，適格な情報入手のスピード化を図る。
・ 修学及び学生生活支援のための小冊子「ガイドブック」を見直し，内容の充実を図
る。

○ 教育実践推進機構（教育推進室，学生支援推進室）の ○ 修学相談・支援に関する具体的方策
下に 「学生支援センター（学生生活支援室，就職支援 ・ 平成１６年度に，各学部，全学共通教育センターに「学習支援室」を開設し，修学，
室，学生相談室 「保健管理センター 「全学共通教 支援体制の整備・充実を図る。）」， 」，
育センター ，全学各種委員会等との連携を強化し，各 ・ 学生と教員が双方向のコミュニケーションを図ることの重要性を認識し，オフィス」
種相談支援体制の充実を図る。 アワーを充実する。

○ 進路相談・就職支援に関する具体的方策
・ 就職支援室において，全学的な就職ガイダンス，進路指導，就職支援の講習会や講
演会等を開催し，就職支援体制の充実を図る。

・ 就職相談員を常駐させ，学生個々の進路（就職）相談に応じる。
・ 各学部卒業生の同窓会組織を活用し，在学生と卒業生との連携を強化し，就職活動
の第一歩である企業訪問・ＯＢ訪問の円滑化を図る。

○ よろず相談に関する具体的方策
， ，・ 平成１７年度を目処に 人間関係・精神面に関する相談件数の増加に対応するため

カウンセリングの充実に努める。
・ 学生生活支援室，学生相談室，保健管理センターの連携を強化する等相談体制の充
実を図る。

・ 教職員を対象に，学生支援の取組み方，ハラスメント，メンタルヘルスケア等に関
する研修会・講演会を定期的に開催し，問題意識を深める。

○ 経済的支援に関する具体的方策
， ，・ 経済的に修学困難な学生及び成績優秀者等への支援を行うため 外部資金を導入し

大学独自の育英奨学基金の充実を図る。
・ 授業料免除制度を継続させ，学生の経済的支援を行う。

○ 課外活動支援に関する具体的方策
・ 課外活動の活性化を図る観点から，大学による学外施設の借上げ等を行い課外活動
の支援を行う。

・ 施設・設備の改善・充実を図る。
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・ 顕著な成績を挙げた団体・個人を表彰することにより，課外活動の活性化を図る。

○ 学生寮・留学生宿舎に関する具体的方策
・ 平成２０年度を目処に，老朽化している寮の居住環境の改善を図る。
・ 新たな留学生宿舎を整備し，留学生の居住環境の充実を図る。
・ 日本人学生と外国人留学生との混住方式とし，国際交流を図る。

○ 福利厚生施設に関する具体的方策
学生食堂，喫茶，売店（書籍）等の施設・設備の改善・充実を図るとともに，サービ

ス提供の改善・充実を図る。

○ 学生支援のＩＴ化に関する具体的方策
平成１７年度を目処に，キャンパスネットワーク上で，学生と教職員相互の情報伝達

を行うための有効な環境の整備を進める。

○ 社会人学生支援に関する具体的方策
・ 社会人学生に対し，履修指導等の支援体制を充実する。

○ 留学生支援に関する具体的方策
・ 平成２０年度を目処に，多様な留学生に対する教育プログラムの導入に努める。
・ 留学生センターに留学生相談窓口を常設し，学習，生活，進路等の問題解決に努め
る。

・ 平成１８年度を目処に，私費留学生が学習に専念できる環境を確保するため，育英
奨学金制度の改善と拡充に努める。

・ 留学生の学習及び研究の一層の向上を図るため，平成１７年度を目処に，日本語教
育体制，チューター制度を充実する。

２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

○ 自由な発想を基点としながらも研究の意義を自覚し， ○ 目指すべき研究の方向性
個別の研究が連携することによる相補的な発展を図るた ・ 学部，研究科，研究センター等の研究推進計画を集約して，第一期中期計画期間（平
めの環境醸成に努め 基礎研究と応用開発研究を通じて 成１６年度～平成２１年度）における重点目標を設定し，実行する。， ，
時代の要請に則した新しい領域を切り開き高度化するこ ・ 研究連携推進機構は各分野の連携による全学横断的な共同研究を企画・調整し，重
とによって，国内外で高く評価される成果を生み出す。 点的な学術研究を推進することにより，国際社会で高く評価される研究成果の創出を

目指す。

○ 本学が従来成果を蓄積し高い評価を受けている，生命 ○ 大学として重点的に取り組む領域
科学，産業技術科学等の分野の研究をさらに拡充し，ま 国民の健康な体と健全な心を増進する研究と国民の健全な生活を維持し進化させる研
すます先端化しつつあるそれぞれの分野において人文科 究の高度化を基本目的として，分野間の融合と連携を進める。これらの目的を達成する
学 社会科学分野の研究と連携・融合することによって 上で重点的に取り組む領域を 「健康生命科学 「社会技術科学 「地域創生総合科学」， ， ， 」， 」，
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国民の福祉と健康に寄与する研究の発展に努める。 とする。これらの各領域で重点的に取り組むべき分野をそれぞれ３～６設定し，計画の
達成を目指す。

○ 学内の研究連携により基礎研究を開発実用化研究に活 ○ 成果の社会への還元に関する具体的方策
かし，その成果を組織的に社会に還元することを中心的 ・ 技術移転，ベンチャー起業，産学官連携を積極的に推進するため，本学の部局・分
目標とする。さらに，個々の研究成果を地域社会の発展 野を越えて研究連携を図る「研究連携推進機構」を強化し，知的財産の管理と活用を
に活かすための地域連携事業を推進し，自治体と協力し 一元的に推進する。
て事業の効率化と相互の組織強化を目指す。 ・ 徳島地域連携協議会との連携を強化し，連携事業の円滑な推進を図るため，徳島大

学社会連携推進機構の活用に努める。

○ 研究内容，成果等は，その研究目標・計画に照らし， ○ 研究の水準・成果の検証に関する具体的方策
水準や達成度について定期的に点検・評価を実施するこ 研究分野毎に，自己点検・評価を年度毎に実施するとともに，外部評価を活用し，研
とにより，厳正な検証を行う。 究水準等を点検する。それらの結果を研究資源の配分に反映させ，組織横断的な研究と

萌芽的研究に特に焦点を当て，重点的な支援を図る。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 （２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
○ 重点目標として掲げる学際的な研究や，異分野間の協 ○ 適切な研究者等の配置に関する具体的方策
力・融合を必要とする全学的研究を推進するため，学長 ・ 人的研究資源の有効活用を図るため，評価や将来計画に照らして，効果的な教員配
の指導に基づき人材を適切に配置し，高度な研究実施体 置に努める。

， ，制の整備を図る。 ・ 戦略的なプロジェクト研究の育成を図り 優れた教員を処遇するシステムを研究し
定着を図る。

○ 評価に基づく研究資金配分を基本とし，特に若手研究 ○ 研究資金の配分システムに関する具体的方策
者の育成と学際的な研究のための資金配分に重点を置く。 ・ 運営費交付金による研究経費を，基盤的な経費と重点的な経費に区分する。重点的

な経費については，研究内容等の評価に基づき学長裁量により配分する。
・ 学外より獲得した競争的資金にかかる間接経費の一定割合を全学的な研究推進のた
めに使用し，学長裁量により運用する。

○ 研究目標・計画を実現するために 「戦略研究」に重 ○ 研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策，
点を置いた施設・設備等の整備と資源の有効な活用を図 ・ 老朽化した施設・設備の改善や量的不足の解消等により，研究環境の充実を図る。
り，安全面等の環境整備に努める。 ・ 学内の施設に「研究共用施設」を指定する。「研究共用施設」については，研究連携

推進機構長（学長）の承認により運用し，活用実績について厳正な評価を行う。
， 。・ 汎用性の高い設備の共用化を進め 共同設備の学内周知と運用方法の簡素化を図る

・ 全学の学術情報基盤である附属図書館としては，電子ジャーナルの充実や貴重資料
のデジタルコンテンツ化の推進に努め，現在進行中の遡及目録入力計画を進めること
により，電子図書館的機能の充実を図る。

○ 基礎研究と共に開発実用化研究を活性化し，その成果 ○ 知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策
を適正に評価することにより，知的財産の創出を図り， ・ 教員の発明に対して，育成・保護・活用を図るため，知的財産に関する本学のポリ
権利取得，管理及び有効な活用に努める。 シーを明確にし，特許権の機関帰属を原則とした運用に努める。一方，利益相反に関
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する本学のポリシーを明確にしつつ教員の役員兼業による大学発ベンチャー企業創出
を進める。

・ 「研究連携推進機構」を整備拡充した機構内の「知的財産本部」の活用を図り，知
的財産の創出・管理・運用を強化する。これと連動して，地域共同研究センターの位
置付けを見直し，地域と密着した共同研究が実施しやすい体制を整え，四国ＴＬＯ等
を活用して産学官連携機能を強化する。

○ 研究活動に対する学外評価結果を厳正に受け止め，問 ○ 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策
題点や改善点を把握し，研究の質の向上に反映させると ・ 本学の新規採用教員の一部及びプロジェクト研究等に任期制を適用し，教員の流動
ともに改善を図るためのシステムを整備する。 性を高め，研究の活性化を図る。

・ 教員の業績評価基準を定め，評価結果を処遇に反映させるシステムを平成１７年度
より試行的に実施した後，第一期中期計画期間内に制度の定着を図る。

・ 業績審査システムが定着するまでの間は，各部局における評価システムを活用し，
業績の顕著な教員に対する優遇措置を講ずる。

・ 徳島大学教育・研究者情報データベースの改善・充実を図り，全学的な研究状況等
の検証と研究の活性化に活用する。

○ 全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策
・ 「研究連携推進機構」が中心となり部局の枠を超えたプロジェクト研究を積極的に
推進するための調整と立案を行う。

・ 特に萌芽的研究の立ち上げを支援するために現行の「パイロット研究支援事業」を
充実し，学際的研究を育成する。

・ 未来医療の確立を目指す基礎研究と大学病院及び産業界と連携して先端医療の実用
化を目指す開発研究を推進するため，組織的な充実と改変を行い，学内に高度な成果
蓄積のある生命科学分野の人材を結集した世界最高水準の研究拠点を築く。

・ 下記の項目における研究等の活動を活性化するため，将来計画を常に検討し，組織
の充実や改変を図り，高水準の研究を推進する。
(ｱ) プロテオミクス，構造生物学，情報生物学の研究基盤を整備しつつ，酵素・蛋白
質研究を中心とした先端医療科学に関する研究を行う。

（ ）分子酵素学研究センター
(ｲ) 地域産業や本学の研究開発を活性化するための共同研究を行う。（地域共同研究セ
ンター，インキュベーション施設，サテライトベンチャービジネスラボラトリー）

(ｳ) 本学の情報機能を高度化するための基盤的な支援活動及び研究を行う。
（ ）高度情報化基盤センター

(ｴ) ポストゲノム科学を中心とした医療開発等に関する研究を行う。
（ ）ゲノム機能研究センター

(ｵ) 放射線科学に関した本学の基盤的な支援活動，放射線業務従事者の教育訓練及び
。 （ ）研究を行う アイソトープ総合センター

(ｶ) 環境問題と防災問題を総合的に研究し，災害の予防と対策に関して社会に貢献す
る。 （環境防災研究センター）



- -10

○ 学部，研究科，各センター等の研究実施体制等に関する特記事項
， ， ， 「 」・ 医学 歯学 薬学 栄養学の各研究科を統合した ヘルスバイオサイエンス研究部

及び医科学教育部，口腔科学教育部，薬科学教育部，栄養生命科学教育部では独創的
， 。かつ先端的な研究・教育を推進し 融合型研究の芽を引き出し研究成果の創出を図る

・ 工学部，工学研究科及び総合科学部，人間・自然環境研究科においては，学部及び
研究科の見直しを行い，社会的ニーズに応じた研究教育を推進するため，関連分野が
連携して学部及び研究科組織の充実と改編を目指す。

・ 社会的要請に応えるため，医学部保健学科の組織の高度化を図る。

３ その他の目標 ３ その他の目標を達成するための措置
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標 （１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置

○ 地域の事業ニーズを把握し，本学が保有する知的資源 ○ 地域社会等との連携・協力，社会サービス等に係る具体的方策
を学内の研究連携により実用化研究に生かし，その成果 ・ 徳島地域連携協議会との連携を強化し，連携事業の円滑な推進を図るため，徳島大
を地域に還元する。 学社会連携推進機構の活動を強化し，自治体の抱える課題解決などに協力する。

・ 事業ニーズの発掘に資するため，本学の研究成果をデータベース化し，インターネ
○ 本学が保有する知的資源に係る情報を積極的に公表し， ット等を活用して積極的に情報発信する。
地域との共同研究の拡大につなげる。 ・ 公開授業を含む年間１００講座開講を維持し，公開講座・生涯学習支援を通じて地

。 （ ）域の文化向上に貢献する 大学開放実践センター
・ 地域社会に根ざした大学の図書館として，平成２１年度を目処に，他機関との相互

， 。 （ ）協力をはじめ 地域住民への図書館サービスを推進する 附属図書館
・ 医療情報ネットワークを構築し，地域の医療・保健・福祉の向上に貢献する。

○ 産学官連携の推進に関する具体的方策
・ 行政，民間企業等の要望をくみ取るシステムの構築と共同研究の推進を図る。
・ 受託研究や受託研究員を積極的に受入れる。

○ 知的財産本部を積極的に活用し，民間企業などへの技術移転の件数を大幅に増加させ
る。

○ 社会人の積極的な受入れ及び自治体等との連携協力に ○ 地域の大学等との連携・支援に関する具体的方策
よる生涯学習等支援を積極的に推進し，地域に開かれた 県内の大学等との交流を図るとともに，放送大学等との単位互換を充実する。
大学を目指す。

○ 海外の大学との学術交流を一層推進し，教職員等の交 ○ 留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策
流体制を充実するとともに，教職員の海外派遣制度を強 ・ 留学生の受入・派遣の両面で一層の交流を推進するとともに，より質の高い留学生
化する。 の受け入れ，特色ある大学との交流を図る。

○ 国際交流，国際連携を推進する。 ・ 多様な留学生交流推進制度を導入し，学生の相互交流と交流の質の向上を図る。
・ 英語による授業，学生や教職員のトップレベルの機関への派遣などを通して，世界
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に通用する人材の育成と研究教育の向上を図る。
・ 留学生と日本人学生、地域住民との交流を通じて国際交流活動を充実させる。
・ 帰国留学生への情報提供等の定期的なフォーローアップを行う。
・ 学生の海外留学に関する的確な情報等を組織的に提供する。

○ 教育研究活動に関連した国際連携に関する具体的方策
・ 海外への広報活動を積極的に推進するとともに，平成１９年度を目処に，教育研究
情報を海外の大学へ発信するための効果的な組織体制，施設整備を図る。

・ 平成２１年度を目処に，大学が有する知識と技術（知的財産）の国際活用を目指し
て，組織と体制を構築・充実させる。また，教職員，学生の意識の向上を目指す。

・ 平成１９年度を目処に，卒業，修了した留学生との連携を強化し，国際連携ができ
る組織と体制を充実させる。

・ 平成１９年度を目処に，各学部，各教職員の国際交流・連携に関する取り組みに対
して，支援体制を充実させる。

（２）附属病院に関する目標 （２）附属病院に関する目標を達成するための措置
徳島大学医学部・歯学部附属病院の基本理念は 「生命，

の尊重と個人の尊厳の保持を基調とし，先端的で，かつ生
きる力をはぐくむ医療を実践するとともに，人間愛に溢れ
た医療人を育成する 」ことである。これを実現するため。
に次の目標を掲げる。

○ 生きる力を提供する医療機関を目指す。 ○ 生きる力を提供する医療機関を目指し，統合されたチーム医療の創成を図るための具
患者の生命・生活の質（ＱＯＬ）を向上させる患者本 体的方策

位の全人的医療を中心にすえ，統合した医療と医学・歯 ・ 食と健康センター外の特殊診療部門の設置・充実等を平成１６年度～平成２１年度
学の進歩を背景とした先端医療を提供する。 の間に図る。

統合されたチーム医療の創生を図る。 ・ 医科診療と歯科診療の統合による，横断的診療体制をモジュール化（ユニット化）○
医科診療と歯科診療の統合による医療の共用化，合理 診療として構築する。

化，効率化を図り，新たに優れたモジュール・ネットワ ・ 医療連携福祉室を充実し，病病連携，病診連携を推進する。
ークを推進する。特徴あるチーム医療，高度先進医療， ・ 医療の質の向上，標準化，効率化を図るため，ＩＳＯ９００１の取得，クリニカル
社会が求める優れた医療人の育成，地域医療への貢献を パスの導入等を推進する。さらに職員に対する評価基準の設定を検討する。
目指す。 ・ 良質な医療人の育成のため，医療職の枠を超えた研修体制の確立を図るとともに，

卒後臨床研修センターの充実により，卒後教育の充実強化を図る。

○ 高度情報化社会に対応した医療を推進する。 ○ 高度情報化社会に対応した医療に関する目標を達成するための具体的方策
新世代の高度病院情報システムを構築し，診療の質の ・ ｅ-ラーニングの構築による地域連携と生涯学習に関する計画を推進する。

確保と向上 診療情報の共有化 地域医療機関との連携 ・ 携帯端末による診療予約等患者サービスの向上に関する計画を推進するとともに病， ， ，
双方向性の遠隔診療などにより，患者，医療人，地域医 院情報機能の向上を図る。
療機関への情報提供を通して，ヒューマンサービスとし
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ての医療を普及させる。

○ 経営・運営に関する目標 ○ 経営・運営に関する目標を達成するための具体的方策
ＩＴ導入による繊細かつ緻密な経営技術により効率的 ・ 既存の組織，施設基準等の継続的な見直しを行い，病院経営の効率化を図る。

で有効性の高い経営と運営を図ることを目指す。 ・ 有効な情報システムの導入により，経営改善に努める。
・ 経営戦略担当副病院長・病院長補佐による職員の教育・経営戦略指導を強化するこ
とにより，職員の経営に対する意識改革を図る。

・ 外部委託可能業務については適正化を図る。
・ 治験の推進による外部資金の導入拡充を図るとともに地域治験ネットワークを構築
する。

○ 研究に関する目標 ○ 研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策
高度先端医療，先進医療の推進を図るとともに，保健 新しい診断法・治療法の開発支援を強化し，先端医療の確立を図る。さらに機能性食

機能食品の開発を推進する。 品の科学的評価体制の確立を産学協同で推進する。

○ 施設，設備の整備・活用に関する目標 ○ 施設，設備の整備・活用に関する目標を達成するための具体的方策
老朽化した施設・設備の改善や既存施設等の有効活用を図る。

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 運営体制の改善に関する目標 １ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
○ 本学の運営管理は，本学の教育・研究，管理運営等が効 ○ 全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策
果的・効率的に実施できるように配慮し，長期的な経営的 外部資金の積極的な導入及び競争的資金の獲得拡大を推進する組織を拡充強化する。
展望に立って実施する。

○ 本学は，学長を最高責任者とする役員会の指揮のもと， ○ 運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策
全学的な視点に立った機動的かつ戦略的な大学運営を遂行 ・ 役員会，経営協議会及び教育研究評議会がそれぞれの機能を果たしているか不断に点
できる運営体制を整備する。 検し，その在り方について見直す。

・ 平成１６年度に，各種委員会の迅速，効率的な意志決定を行うため委員会組織を整理
する。

○ 学部運営の効率化を図るため，学部長を中心とした機動 ○ 学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策
的・戦略的な管理運営体制を整備する。 ・ 平成１６年度に，管理運営の効率化を促進するため，学部長補佐体制を導入し，学部

長のリーダーシップの強化を図る。
・ 部局の教授会は，審議事項を部局の教員人事，教育及び研究等に関する重要事項に精
選し，所要時間の短縮に努め，職員の負担の軽減を図る。

○ 教員と事務職員等との役割分担を見直すとともに，教員 ○ 教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策
組織と事務組織との連携を強化する。 病院経営，大学運営の企画立案等に係る審議機関に，事務職員等を参画させる。
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○ 学内資源は その効果的かつ戦略的な利活用を図るため ○ 全体的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策， ，
全学的な視点において配分する。 ・ 運営費交付金による研究経費を，基盤的な経費と重点的な経費に区分する。重点的な

経費については，研究内容等の評価に基づき学長裁量により配分する。
・ 学外より獲得した競争的資金にかかる間接経費の一定割合を全学的な研究推進のため
に使用し，学長裁量により運用する。

・ 学長裁量による定員枠を一定数確保し，評価に応じて重点計画に期限付きで投入する
など人的資源の有効活用を図る。

○ 学外の有識者や専門家を役員及び職員に積極的に登用す ○ 学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策
ることにより，幅広い視野で大学運営における諸機能の強 専門的知識を必要とする職員等について公募制の導入を検討する。
化を図る。

○ 財務運営等に関し，内部監査機能の充実を図り，監査実 ○ 内部監査機能の充実に関する具体的方策
施体制を確立する。 平成１６年度に，内部監査を公正に行うため，内部監査組織を設置し，定期的な監査を

実施するとともに，必要に応じ随時監査を行う。

○ 大学運営に関し，国立大学間で地域や分野・機能に応じ ○ 国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策
連携・協力することにより，案件の処理が行える体制を整 ・ 平成１６年度に，社団法人国立大学協会に加盟し，入試，人事等の業務において国立
える。 大学全体の連絡，協議が行えるようにする。

・ 地域内において，各国立大学が共同で行う事業等について協議する会議を設置する。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置
○ 大学教育，学術研究の進展や産業界からの社会的要請， ○ 教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策
政策などに応じ，適切な点検・評価に基づく教育研究組織 ・ 教育研究組織の機能，効果，効率について年度毎に自己点検・評価を行い，改善点を
の柔軟な設計と改組を推進する。 次年度の計画に反映させる。

。・ 国立大学法人評価委員会の評価結果を厳正に次期の中期目標・中期計画に反映させる

○ 全学的視野から教育研究組織とともに分野を見直し，教 ○ 教育研究組織の見直しの方向性
員の教育・研究について分担化を図る。 ・ 教員の教育・研究の分担化について検討し，実施を目指す。

・ 大学院研究科の部局化を平成１６年度から行い，新たな教育研究組織を編成する。
・ 教育と学生支援の全学的協力関係を企画・調整するために設置した教育実践推進機構
を充実させ組織としての強化を図る。

・ 全学的な研究協力関係を企画・調整するために設置した研究連携推進機構を充実させ
組織としての強化を図る。

３ 人事の適正化に関する目標 ３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置
○ 教員の流動性を向上させるとともに，教員構成の多様化 ○ 任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策

， ，を推進する。 ・ 新規採用教員の一部及びプロジェクト研究等に任期制を適用し 教員の流動性を高め
教育及び研究の活性化を図る。

・ 平成１７年度を目処に，教員の選考過程の客観性及び透明性を高めるため，個々に選
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考方針・基準を定め，これを公開する。
・ 競争的資金等を活用した任期付教員の導入を第一期中期計画期間内に検討する。

○ 中期目標期間中 「行政改革の重要方針」において示さ ○ 適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策，
れた総人件費改革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取組 ・ 総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成２１年度までに概ね３％の人件費の削減を図
を行う。その際，全学的な将来構想の実現と部局の発展が る。
調和するように配慮する。 ・ 将来構想を実現するための機動的な人員管理を行うため，学長裁量による人件費枠を

確保する。

○ 新たな人事考課制度を構築し，本人の成果・業績を適切 ○ 柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策
に給与に反映させる。 ・ 教員の業績評価システムを平成１７年度より試行的に実施する。

・ 教員が潜在的な能力を発揮しやすいように，平成２１年度を目処に，適正な処遇シス
テムを取り入れた弾力的な人事制度の導入を図る。

・ 一定の期間を定め，自由に研究活動に専念できるようにサバティカル制度の導入を検
討する。

・ 教員の兼職及び兼業に関するガイドライン等は，これを公開する。
・ 事務職員については，平成２０年度を目処に，新たな人事考課制度を導入し，給与へ
の反映及び人材育成に活かす。

○ 外国人，女性等の教員採用の促進に関する具体的方策
真に職務について優れた人材を採用することを心がけ，国籍，性別，ハンディキャップ

等の差別を排除し，教員公募時に応募を積極的に呼びかける。

○ 事務職員の専門性の向上のため，必要な研修機会を確保 ○ 事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策
するとともに，他大学等との人事交流に配慮する。 ・ 事務職員の採用は，原則試験採用によることとし，中国・四国地区国立大学法人等職

員採用試験実施委員会が行う国立大学法人等職員の統一採用試験合格者に対して第二次
試験を行った上採用する。

・ 専門性の高い職種については，選考採用により人材を確保する。
・ 教育・研究支援，管理などの専門的事項に関する学内外における研修の実施
・ 組織の活性化，職員のキャリアアップに資するため，他大学等との人事交流を行う。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
○ 役員等を直接支援する機動的な事務組織を構築し，大学 ○ 事務組織の編成の見直しに関する具体的方策
運営の企画立案等に参画する体制をとる。また，職員配置 ・ 学長補佐体制の充実の一環として，学長秘書部門を設ける。

， 。についても見直しを行う。 ・ 運営の機動性・迅速性を図るため 各理事の担当業務に合わせた事務組織を編成する
・ 部局等の事務組織については，当該部局長等の指揮の下に部局等の職務を直接支援す
る。

○ 職員配置の見直しに関する具体的方策
・ 事務組織の業務に関する点検・評価を実施し，人員配置の見直しに努める。
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・ 企画立案業務，教育研究支援業務等を行う部署についてはチーム制を導入し，業務の
効率化を図る。

○ 企画立案機能を強化する。
○ 企画立案機能の強化に関する具体的方策

大学運営及び経営に関する組織を置き，企画立案機能の強化を図る。
○ 研修の充実に努め，また，計画的な人材育成を行い，
事務職員の専門性と企画立案能力の向上を図る。 ○ 事務職員の専門性と企画立案能力の向上に関する具体的方策

・ 平成１７年度に，専門研修充実のため，研修成果を点検し，研修内容の見直しに努め
る。また，海外派遣研修を積極的に実施する。

・ 文部科学省の短期転任制度等を活用し，計画的に派遣することを検討する。
・ 中長期的な人事管理計画を個々に策定し，スペシャリストを育成する。

○ 事務の一層の集中化，情報化等により，事務処理の簡素
化，迅速化を図る。 ○ 業務の合理化及び効率化に関する具体的方策

・ 事務情報化の推進に関する具体的方策
， ， ， ，(ｱ) 平成１６年度に 事務情報化についての実施計画を策定し その後 計画に基づき

事務情報化を推進する。
(ｲ) 平成２０年度までに，事務用データ等の共有化及びデータベース化についての実施
計画を策定し，その後，計画に基づき，人事，会計，教務等の事務処理の効率化を推
進する。

(ｳ) 四国地区国立学校法人の事務情報化の連携・協力を図り，地区の拠点として事務情
報化を推進する。

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置
○ 積極的に外部資金導入を図るとともに，自己収入の確保 ○ 科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外部資金増加に関する具体的方策
に努める。特に附属病院収入は，大学運営の基幹となる収 より多くの外部資金及び自己収入を獲得するために，科学研究費補助金，受託研究，奨

， 。入源であるため健全でかつ継続的な収入の確保に努める。 学寄附金 共同研究等に関して情報の収集・提供及び各セグメントに対する指導に努める

○ 収入を伴う事業の実施に関する具体的方策
・ 「管理会計システム」を導入するとともに病院経営情報等の収集，分析を行い附属病
院収入の増収に努める。

・ 建物等保有する資産については，使用収益の許可範囲の見直しを行い，自己収入の増
収に努める。

２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置
○ 管理業務の節減を図るとともに，効率的な施設運営を行 ○ 管理的経費の抑制に関する具体的方策
う。 ・ 管理業務に係る経費は，全学的な立場から業務を分析し，外部委託，契約方法等の見

直しを図り，第一期中期計画の期間中，毎事業年度につき，１％の経費を削減する。
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・ エネルギー使用の合理化に関する学内体制を整備するとともに，各セグメント毎にエ
ネルギー使用量の削減目標・手法を設定し，エネルギー消費量の削減に努める。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
○ 全学的かつ経営的視点に立ち，大学が保有する資産の効 ○ 資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策
果的・効率的運用を行う。 ・ 施設基礎情報及び施設利用状況と管理運営費を関連させて把握することにより，施設

の効率的な運用を図る。
・ 学内の大型機器の共同利用，運用管理を全学的に推進する。

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目 Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置
標

１ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置
○ 教育研究及び大学運営に関する評価システムを構築し， ○ 自己点検・評価に関する具体的方策

， ， ， ， ，評価結果を教育研究の活性化，社会貢献，管理運営の改善 教育 研究 社会貢献 管理運営などに関して 新しい自己点検・評価システムの構築
見直しなどに反映させる。 第三者による外部評価を行う組織の設置及び評価結果の公表を検討し，絶えず評価システ

ムの点検，見直しを図る。

○ 評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策
・ 中期計画，年度計画の執行状況，達成度の点検評価（自己，外部）を実施し，その結
果を次なる計画に反映させるため，マネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）を用いた管理運
営を行う。

・ 教員の業績評価システムを平成１７年度より試行的に実施する。

２ 情報公開等の推進に関する目標 ２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置
○ 教育活動，研究活動，地域連携の実状，運営状況等につ ○ 大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策

， ， ， ，いては，積極的に情報を発信する。 ・ 大学概要 広報誌 ホームページ等について 社会のニーズに適応した内容に整備し
経営戦略の一端として積極的な情報発信を行う。

○ 学内情報の電子化に努め，情報公開のシステム化，迅速 ・ 学部・大学院教育のシラバスを学外に公開し，社会からの教育サービスに対するニー
化を図る。 ズを発掘するとともに，それに対応するシステムを整備する。

・ 学生及び学外者を広報委員会の委員等に加え，広報内容の充実を図る。
・ 本学の基本理念，組織，諸規則，中期目標・中期計画，決算等の内容をホームページ
で公開する。

・ 教育システムや研究活動について，学生，卒業生，社会からの要望等を取り入れて教
育研究活動の改善につなげるフィードバックシステムを構築する。

・ 平成１６年度に，情報公開に関するガイドラインを作成する。

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置
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○ 従前の施設整備・施設管理運営システムの見直しを行い, ○ 施設マネジメントの推進に関する具体的方策
施設マネジメントを推進する。 ・ 合理的・効率的施設マネジメント体制の確立のため，施設に係る業務の一元化を推進

する。
， ，・ 経営的視点に立って施設整備業務 施設管理業務の内容・実施方法等の見直しを行い

施設関係経費の削減を図る。
・ 要修繕箇所の計画的解消や計画的メンテナンスの実施等により，施設の長寿命化を図
り，維持経費を軽減する。

・ 定期的に施設の点検・評価を実施し施設の有効活用を徹底するとともに，面積の再配
分によりプロジェクト型の研究のための共用スペースや大学院生のためのスペース等を
創出する。

・ エコキャンパスの実現を目指す。
・ ユニバーサルデザインを採用する。
・ 交通計画，環境緑化計画を策定実施し，キャンパスアメニティの向上を図る。
・ 利用者満足の向上を一層推進するためのコールセンター等の改善を図る。

○ 教育研究の目標を踏まえ計画的・重点的に施設設備の整 ○ 施設設備の計画的・重点的整備に関する具体的方策
備を行う。 次の優先目標を設定するとともに，教育研究の活性化への寄与等を勘案し，計画的・重

点的に施設設備の整備を行うことを目指す。
・ 大学院充実等に伴う大学院施設の狭隘解消等
・ 卓越した研究拠点等の整備
・ 先端医療に対応した大学附属病院の整備
・ 老朽化した施設の改善整備
・ キャンパス環境の改善・学生支援施設の充実

２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置
○ 教育・研究活動が安全に遂行されるよう，管理体制を強 ○ 安全管理体制の強化，防災・防犯体制の強化等に関する具体的方策
化するとともに学生等の安全を確保する。また，防災・防 ・ 労働安全衛生法を踏まえた安全管理・事故防止に関する全学的な管理体制を整備し，
犯対策を強化する。 安全管理の徹底を図る。

・ 毒物，劇物，化学物質及び放射性物質等の管理を改善する。
・ 学生等に安全管理等に必要な教育訓練を事業年度毎に見直しを行い，講習会の開催に
より周知を図る。また，平成１６年度に安全管理等に関するマニュアルを作成する。

・ 総合防災訓練を充実させるとともに，防災マニュアルを見直し整備する。
・ 全学的な防犯，警備体制及びセキュリティシステムを改善する。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む ，収支計画及び資金計画。）
別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額
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１ 短期借入金の限度額
４０億円

２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り

入れすることも想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画
○ 重要な財産を譲渡する計画はなし。
○ 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借り入れに伴い，本学の敷地及び
当該借入により取得する建物について担保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途
， 。決算において剰余金が発生した場合は 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる

Ⅹ その他
１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源
総額

・病院特別医療機械整備 ３,７２５ 施設整備費補助金
（２９０）

・小規模改修 長期借入金
（２,５２０）

・地域・国際交流ファシリ 民間出えん金
ティーズ（仮称） （９１５）

・災害復旧工事

注１） 民間出えん金により「地域・国際交流ファシリティーズ（仮称）」を整備する予定
である。

注２） 金額については見込であり，中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等
を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ
れることもある。

） ， 。注３ 小規模改修について 平成１７年度以降は平成１６年度同額として試算している
， ， ，なお 各事業年度の施設整備費補助金 国立大学財務経営センター施設費交付金

長期借入金については，事業の進展等により所要額の変動が予想されるため，具体
的な額については，各事業年度の予算編成過程等において決定される。
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２ 人事に関する計画
， ，○ 新規採用職員の一部及びプロジェクト研究等に任期制を適用し 教員の流動性を高め

教育及び研究の活性化を図る。

○ 将来構想を実現するための機動的な人員管理を行うため，学長裁量による人件費枠を
確保し，重点計画に期限付きで配置する。

○ 教員について，教育，研究，社会・学会貢献，管理運営などを評価する業績評価シス
テムを作成し，導入する。

○ 教職員が潜在的な能力を発揮しやすいように，適正な処遇システムを取り入れた弾力
的な人事制度の導入を図る。

○ 事務系職員の専門性と企画立案能力を向上させるため，専門研修の充実等を図る。

○ 組織の活性化，職員のキャリアアップに資するため，他大学等との人事交流を行う。

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み １０３，５５３百万円（退職手当
は除く）

３ 中期目標期間を超える債務負担
（長期借入金） （単位：百万円）

中期目標 次期以降 総 債 務年度 16 17 18 19 20 21H H H H H H
期間小計 償 還 額 償 還 額財源

長期借入金
償 還 金 1,212 1,534 1,892 2,079 2,207 2,207 11,131 19,402 30,533

４ 災害復旧に関する計画
平成１６年８月に発生した台風１６号等により被災した施設・設備の復旧整備をすみ

やかに行う。
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中 期 目 標 中 期 計 画

別表（学部，研究科等） 別表（収容定員）

総 合 科 学 部 総 合 科 学 部 １,０７０人
学 医 学 部 医 学 部 １,１５８人

歯 学 部 （うち医師養成に係る分野 ５７０人）
部 薬 学 部 歯 学 部 ３４５人

工 学 部 （うち歯科医師養成に係る分野 ３４５人）
薬 学 部 ３２０人

人間・自然環境研究科 工 学 部 ２,７００人
医 科 学 教 育 部 平

研 口 腔 科 学 教 育 部 人間・自然環境研究科 ６８人
究 栄養生命科学教育部 （ うち修士課程 ６８人 ）
科 保 健 科 学 教 育 部 成 医 科 学 教 育 部 ２８８人
等 薬 科 学 教 育 部 うち修士課程 ４０人

先端技術科学教育部 博士課程 ２４８人
16 口 腔 科 学 教 育 部 ８０人

（ うち博士課程 ８０人 ）
栄養生命科学教育部 ６２人

年 うち修士課程 ３６人
博士課程 ２６人

薬 科 学 教 育 部 １４５人
度 うち修士課程 １０１人

博士課程 ４４人
工 学 研 究 科 ５７３人

うち修士課程 ４６２人
博士課程 １１１人

医療技術短期大学部 ２０人

総 合 科 学 部 １,０６５人
医 学 部 １,２９８人

（うち医師養成に係る分野 ５７０人）
歯 学 部 ３４０人

（うち歯科医師養成に係る分野 ３４０人）

（別表）
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中 期 目 標 中 期 計 画

薬 学 部 ３２０人
工 学 部 ２,７００人

平
人間・自然環境研究科 ６８人

（ うち修士課程 ６８人 ）
成 医 科 学 教 育 部 ２９６人

うち修士課程 ４０人
博士課程 ２５６人

17 口 腔 科 学 教 育 部 ８８人
（ うち博士課程 ８８人 ）

栄養生命科学教育部 ７５人
年 うち修士課程 ４４人

博士課程 ３１人
薬 科 学 教 育 部 １８１人

度 うち修士課程 １２６人
博士課程 ５５人

工 学 研 究 科 ５７３人
うち修士課程 ４６２人
博士課程 １１１人

総 合 科 学 部 １,０６０人
医 学 部 １,２９８人

（うち医師養成に係る分野 ５７０人）
平 歯 学 部 ３３５人

（うち歯科医師養成に係る分野 ３３５人）
成 薬 学 部 ３２０人

工 学 部 ２,６５０人
18

人間・自然環境研究科 ６８人
年 （ うち修士課程 ６８人 ）

医 科 学 教 育 部 ２９６人
度 うち修士課程 ４０人

博士課程 ２５６人
口 腔 科 学 教 育 部 ９６人

（ うち博士課程 ９６人 ）
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中 期 目 標 中 期 計 画

栄養生命科学教育部 ８０人
平 うち修士課程 ４４人

博士課程 ３６人
成 保 健 科 学 教 育 部 １４人

（ うち修士課程 １４人 ）
18 薬 科 学 教 育 部 １９２人

うち修士課程 １２６人
年 博士課程 ６６人

先端技術科学教育部 ６８６人
度 うち修士課程 ５５９人

博士課程 １２７人

総 合 科 学 部 １,０６０人
医 学 部 １,２９８人

（うち医師養成に係る分野 ５７０人）
歯 学 部 ３３５人

（うち歯科医師養成に係る分野 ３２０人）
薬 学 部 ３２０人

平 工 学 部 ２,６００人

成 人間・自然環境研究科 ６８人
（ うち修士課程 ６８人 ）

19 医 科 学 教 育 部 ２９６人
うち修士課程 ４０人

年 博士課程 ２５６人
口 腔 科 学 教 育 部 １０４人

度 （ うち博士課程 １０４人 ）
栄養生命科学教育部 ８０人

うち修士課程 ４４人
博士課程 ３６人

保 健 科 学 教 育 部 ２８人
（ うち修士課程 ２８人 ）

薬 科 学 教 育 部 １９２人
うち修士課程 １２６人
博士課程 ６６人
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中 期 目 標 中 期 計 画

先端技術科学教育部 ７９９人
うち修士課程 ６５６人
博士課程 １４３人

総 合 科 学 部 １,０６０人
医 学 部 １,２９８人

（うち医師養成に係る分野 ５７０人）
歯 学 部 ３３５人

（うち歯科医師養成に係る分野 ３０５人）
薬 学 部 ３２０人

平 工 学 部 ２,５５０人

人間・自然環境研究科 ６８人
成 （ うち修士課程 ６８人 ）

医 科 学 教 育 部 ２９６人
うち修士課程 ４０人

20 博士課程 ２５６人
口 腔 科 学 教 育 部 １０４人

（ うち博士課程 １０４人 ）
年 栄養生命科学教育部 ８０人

うち修士課程 ４４人
博士課程 ３６人

度 保 健 科 学 教 育 部 ２８人
（ うち修士課程 ２８人 ）

薬 科 学 教 育 部 １９２人
うち修士課程 １２６人
博士課程 ６６人

先端技術科学教育部 ８１５人
うち修士課程 ６５６人
博士課程 １５９人

平 総 合 科 学 部 １,０６０人
成 医 学 部 １,２９８人
21 （うち医師養成に係る分野 ５７０人）
年 歯 学 部 ３３５人
度 （うち歯科医師養成に係る分野 ２９０人）
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中 期 目 標 中 期 計 画

薬 学 部 ３２０人
工 学 部 ２,５００人

平 人間・自然環境研究科 ６８人
（ うち修士課程 ６８人 ）

医 科 学 教 育 部 ２９６人
成 うち修士課程 ４０人

博士課程 ２５６人
口 腔 科 学 教 育 部 １０４人

21 （ うち博士課程 １０４人 ）
栄養生命科学教育部 ８０人

うち修士課程 ４４人
年 博士課程 ３６人

保 健 科 学 教 育 部 ２８人
（ うち修士課程 ２８人 ）

度 薬 科 学 教 育 部 １９２人
うち修士課程 １２６人
博士課程 ６６人

先端技術科学教育部 ８１５人
うち修士課程 ６５６人
博士課程 １５９人



（別紙）予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

収入

　運営費交付金

　施設整備費補助金

　船舶建造費補助金

　施設整備資金貸付金償還時補助金

　国立大学財務・経営センター施設費交付金

　自己収入

　　　授業料及入学金検定料収入

　　　附属病院収入

　　　財産処分収入

　　　雑収入

　産学連携等研究収入及び寄付金収入等

　長期借入金収入

支出

　業務費

　　　教育研究経費

　　　診療経費

　　　一般管理費

　施設整備費

　産学連携等研究経費及び寄付金事業費等

　長期借入金償還金

［人件費の見積り］

　　　中期目標期間中総額１０３，５５３百万円を支出する。（退職手当は除く）

注）

注）

注） 組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。

退職手当については，国立大学法人徳島大学職員退職手当規則に基づいて支給することとするが，
運営費交付金として措置される額については，各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職
手当法に準じて算定される。

人件費の見積りについては，１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算している。

金　　　額

2,520

214,486

区　　　分

568

計 214,486

21,428

（単位：百万円）

　　平成１６年度～平成２１年度　　予算

計

11,568

11,568

0
4,668

0

0

178,680
94,858
70,399
13,423
2,810

104,586
26,637
77,381

90,854
290

１．予　算
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［運営費交付金の算定ルール］

○

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕

①

②

③

〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕

④

⑤

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 「特殊要因経費」：特殊要因経費として，当該事業年度に措置する経費。

〔特定運営費交付金対象収入〕

⑪

  

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕

⑫

⑬ 「債務償還経費」：債務償還経費として当該事業年度において措置する経費。

⑭ 「附属病院特殊要因経費」：附属病院特殊要因経費として，当該事業年度に措置する経費。

〔附属病院運営費交付金対象収入〕

⑮ 「附属病院収入」：附属病院収入。Ｊ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＪ（ｙ）。

「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として，当該事業年度において措置する経費。

「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経
費。Ｆ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＦ(ｙ)。

「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件費相
当額及び教育研究経費の総額。Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。  (Ｄ(ｘ)は，設置基準に基
づく教員にかかる給与費相当額。)

毎事業年度に交付する運営費交付金については，以下の事業区分に基づき，それぞれの対応する
数式により算定したもので決定する。

「一般管理費：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営経費の総額。Ｌ(ｙ－
１)は直前の事業年度におけるＬ(ｙ)。

「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育
研究診療経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。（平成１５年度入学料
免除率で算出される免除相当額については除外）

「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。（平成１５年度授業料
免除率で算出される免除相当額については除外）

「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人件
費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。

「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総
額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

「その他収入」：検定料収入，入学料収入(入学定員超過分)，授業料収入（収容定員超過分），雑収
入。平成１６年度予算額を基準とし，中期計画期間中は同額。

「一般診療経費」：附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び一般診療経費の総額。
平成１６年度予算額を基準とし，中期計画期間中は同額。
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1.

　

   Ａ(ｙ)＝Ｄ(ｙ)＋Ｅ(ｙ)＋Ｆ(ｙ)＋Ｇ(ｙ)－Ｈ(ｙ)

（１）　Ｄ(ｙ)＝｛Ｄ(ｙ－１)×β(係数)×γ(係数)－Ｄ(ｘ)｝×α(係数)＋Ｄ(ｘ)

（２）　Ｅ(ｙ)＝Ｅ(ｙ－１)×β(係数)×α(係数)

（３）　Ｆ(ｙ)＝Ｆ(ｙ－１)×α(係数)±ε(施設面積調整額)

（４）　Ｇ(ｙ)＝Ｇ(ｙ)

（５）　Ｈ(ｙ)＝Ｈ(ｙ)

   Ｄ(ｙ)：学部・大学院教育研究経費(②・⑥)を対象。

   Ｅ(ｙ)：教育研究診療経費(⑦)，附属施設等経費（⑧）を対象。

   Ｆ(ｙ)：教育等施設基盤経費(③)を対象。

   Ｇ(ｙ)：特別教育研究経費（⑨）を対象。

   Ｈ(ｙ)：入学料収入(④)，授業料収入(⑤)，その他収入(⑪)を対象。

2. 毎事業年度の診療経費にかかる附属病院運営費交付金については，以下の数式により決定する。

   Ｂ(ｙ)＝Ｉ(ｙ)－Ｊ(ｙ)

（１）　Ｉ(ｙ)＝Ｉ(y)

（２）　Ｊ(ｙ)＝Ｊ(ｙ－１)＋Ｋ（ｙ）

［Ｋ（ｙ）＝Ｊ’（ｙ）×λ（係数）－Ｊ’（ｙ）］

　　　〔その他〕附属病院運営費交付金算定ルールは，診療分の運営費交付金を受ける附属病院のみ適用。

　　　Ｉ（ｙ）：一般診療経費（⑫），債務償還経費（⑬），附属病院特殊要因経費（⑭）を対象。

　　 Ｊ（ｙ）：附属病院収入（⑮）を対象。（Ｊ’（ｙ）は，平成１６年度附属病院収入予算額。Ｋ（ｙ）は「経営改善額」。）

3.

   Ｃ(ｙ)＝Ｌ(ｙ)＋Ｍ(ｙ)

  　　(１) Ｌ(ｙ)＝Ｌ(ｙ－１)×α（係数）

 　　 (２) Ｍ(ｙ)＝Ｍ(ｙ)

     Ｌ (ｙ)：一般管理費(①)を対象。

    Ｍ (ｙ)：特殊要因経費(⑩)を対象。

【諸係数】

：効率化係数。△１％とする。

                  

                  

                  

：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。各事業年度
の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定。

λ（ラムダ）　 ：経営改善係数。２％とする。平成１７年度以降、中期計画期間中に相当程度の収支改善を
求めるための係数。

α(アルファ） 

β(ベータ） 　 ：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に
勘案して必要に応じ運用するための係数。各事業年度の予算編成過程において当該事業
年度おける具体的な係数値を決定。なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案
した係数を運用する場合には、一般管理経費についても必要に応じ同様の調整を行う。

毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金につい
ては、以下の数式により決定する。

ε(イプシロン)

毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金につい
ては，以下の数式により決定する。

γ(ガンマ）   ：教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。各事業年度の予
算編成過程において当該事業年度おける具体的な係数値を決定。

運営費交付金＝Ａ(ｙ)＋Ｂ(ｙ)＋Ｃ(ｙ)
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注）

注）

注） 施設整備資金貸付金償還時補助金は，償還計画に基づく所要額を計上している。

注）

注） 産学連携等研究収入及び寄付金収入等は，版権及び特許権収入を含む。

注）

注）

注） 長期借入金償還金については，償還計画に基づく所要額を計上している。

注）

　運営費交付金は上記算定ルールに基づき，一定の仮定の下に試算されたものであり，各事業年度
の運営費交付金については，予算編成過程においてルールを適用して再計算され，決定される。
　なお，運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については，１７年度以降
は１６年度と同額として試算しているが，教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるため，
具体的な額については，各事業年度の予算編成過程において決定される。

産学連携等研究経費及び寄付金事業費等は，産学連携研究収入及び寄付金収入等により行われる
事業経費を計上している。

運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」は１とし，
また，「施設面積調整額」については，面積調整はないものとして試算している。

施設整備費補助金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入金収入は，別紙の「施設・
設備に関する計画」に記載した額を計上している。

自己収入，産学連携等研究収入及び寄付金収入等については，過去の受入実績等により試算した
収入予定額を計上している。

業務費については，平成１６年度所要見込額により試算した支出予定額を計上するとともに，施設整
備費に　ついては，平成１６年度予算額により試算した支出予定額を計上している。
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費用の部

　経常費用

　　　業務費

　　　　　教育研究経費

　　　　　診療経費

　　　　　受託研究費等

　　　　　役員人件費

　　　　　教員人件費

　　　　　職員人件費

　　　一般管理費

　　　財務費用

　　　雑損

　　　減価償却費

　臨時損失

収入の部

　経常収益

　　　運営費交付金

　　　授業料収益

　　　入学金収益

　　　検定料収益

　　　附属病院収益

　　　受託研究等収益

　　　寄付金収益

　　　財務収益

　　　雑益

　　　資産見返運営費交付金等戻入

　　　資産見返寄付金戻入 115
　　　資産見返物品受贈額戻入

　臨時利益

純利益

総利益

注） 受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。

注） 受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。

金　　　額

（単位：百万円）

区　　　分

　　平成１６年度～平成２１年度　　収支計画

205,666
179,147
11,554

205,666

46,609
6,941

668
60,443
52,932
7,131
3,290

0
16,098

0

212,849
212,849
88,974
20,332
3,479

946
77,381
6,941
4,418

0
568

2,073

7,622
0

7,183
7,183

２．　収支計画
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資金支出

　　　業務活動による支出

　　　投資活動による支出

　　　財務活動による支出

　　　次期中期目標期間への繰越金

資金収入

　　　業務活動による収入

　　　　　運営費交付金による収入

　　　　　授業料及入学金検定料による収入

　　　　　附属病院収入

　　　　　受託研究等収入

　　　　　寄付金収入

　　　　　その他の収入

　　　投資活動による収入

　　　　　施設費による収入

　　　　　その他の収入

　　　財務活動による収入

　　　前期中期目標期間よりの繰越金

注）

注）

民間出えん金とは，「施設・設備に関する計画」において寄付金を財源とする施設・設備の整備が予
定されている場合の相当額とする。

前期中期目標期間よりの繰越金には，奨学寄付金に係る国からの承継額　５，０３９百万円が含まれ
ている。

区　　　分 金　　　額

　　平成１６年度～平成２１年度　　資金計画

187,194
6,779

21,428

（単位：百万円）

219,525

4,124

219,525
207,008
90,854
26,637
77,381

4,627
568

4,958

6,941

4,958
0

2,520
5,039

３．　資金計画
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